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秋山弘子 領域総括  

東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

皆さまおはようございます。ご多忙のところお越し

いただきましてありがとうございます。今回は第４回

のシンポジウムになりました。 

http://www.ristex.jp/korei/04from/index.html


わたくし先月カタールのドーハで開かれました world innovation summit for 

health ＷＩＳＨとよばれております世界会議に参加してまいりました。そこには世界各

国から厚労大臣あるいは保健医療の関係者、研究者、産業界の方々が集まりまして、まさ

に世界の保健医療の課題についてのソリューションの考察を議論するという非常に活発な

有意義な会議でございました。 

その中でアフリカやバングラディシュのような国からの報告を聞いておりますと、発展

途上国といわれている国におきましても、死亡原因に生活習慣病が上位にあがってきてい

る。人口の高齢化はまさにグローバルイシューになっている。地球まるごと高齢化という

状況になっております。 

その中で世界の最長寿国である日本に対する期待をひしひしと感じて帰ったところでご

ざいます。そういう状況の中で、９０年あるいは１００年といわれております人生をなる

べく長く健康でハッピーでプロダクティブに生きる。そしてたとえ弱っても安心して快適

で最後まで自分らしく生きることができる社会をめざして、わたくしどもは研究開発をす

すめてまいりました。 

先ほどセンター長からもご紹介いただきましたが、平成２２年から３年間、毎年公募い

たしまして、１５のプロジェクトを採択して推進いたしております。本年度は２３年度に

採択いたしましたプロジェクトが終了したということでございます。 

高齢社会の課題は広範にわたりますけれど、なるべく３年間で重要な課題を広くカバー

できるようにという形で選考してまいりました。 



図（右）に示しましたように、地理

的にも、残念ながら北海道からのプロ

ジェクトは採択できませんでしたが、

日本中の広い地域をカバーいたして

おります。 

本年度の進捗状況をマネジメント

の側から申しますと、一年に一度はサ

イトビジット、実際に訪問いたしまし

て実際にプロジェクトに参加する。地

域で活躍していらっしゃるステーク

ホルダーの方々、行政であったり産業

界であったり、住民の方もいっしょに意見交換をするということを、アドバイザーといっ

しょに進めて参っております。 

このプログラムも後半になっておりますので、とくにこれからはどのようにまとめてい

くか、どういう形で発信していくか。進行中から多くの自治体あるいは民間の団体から問

い合わせをいただいておりますけれども、そういう方々にいかにして有効な情報を提供し

ていくことができるかという会議を何回か、あるはワークショップを、メンバーの方たち

といたしております。 

もうひとつは「領域内委員会」を三つ設立しております。「アクションリサーチ委員会」

「情報発信委員会」「ネットワーキング委員会」で、終了後にはコミュニティの高齢化課題

解決のリソースセンターを設立するという方向で努力しているところでございます。 

「アクションリサーチ委員会」は、昨年度にもご紹介いたしましたが、社会の中に課題を

見つけてその課題を解決する。その課題にかかわるステークホルダーといっしょに解決し

ていく。計画を立ててもそれを軌道修正しながら解決に導く。アクションリサーチといわ

れている手法ですが、実際にはまだ学問の領域で確立していない。それを学会のフォーラ

ムなどを通じて科学的な手法として確立する。 

現在、アクションリサーチの入門書をこの６月に出版するということで、ほとんど原稿

がそろったところでございまして、おそらく東大出版から出せると思います。 

「情報発信委員会」は、先ほど申しましたように、これまでのプログラムをいかに有効な

形で集積して発信するか。できたものを見るだけではなくて、いちばん参考になるのはプ

ロセスです。とくにうまくいったところだけでなく、うまくいかなかったところからも多

くを学ぶことができる。それをいかにして分かりやすい形で使いやすい形で発信していく

か、「情報発信委員会」で検討しているところです。 

最後の「ネットワーキング委員会」ですけれども、最終的にはリソースセンターをつく

りたいということでございます。まずは１５のプロジェクトでネットワークをつくってい

く。いまでもたとえば内閣府の「環境未来都市」であるとか、同じ志を持ってまちづくり



をやっているほかの団体をネットワー

ク化して、ここに来ればまちづくりの情

報がえられるというセンターをつくり

たいと思っております。 

センターの主な業務内容はまだ案の

段階ですけれども、まちづくりの情報の

提供アーカイブですね。海外からの問い

合わせも非常に多いものですから英語

版もつくるということで、情報発信とネ

ットワークづくりを進めています。 

もうひとつはフォーラム。実際の支援も提供するという役割を持つものも実施したい。 

そして３番目は研修事業です。自治体や団体あるいは産業界に対して研究を誘致しよう

ということも考えております。 

４番目に「リビングラボ」です。いまやまちをつくるインフラを変えていくためには、

技術のイノベーションだけではなくて、ソーシャル・イノベーションの両方が必要である

ということです。そのためにはひとつの企業だけ、あるいは自治体だけ、大学だけでやる

のではなくて、アイディアを収集していっしょにやるというラボ、プラットホームをつく

るということ。こういうものを「ネットワーキング委員会」で検討中でございます。 

また今年度もわたくしどものまちづくり事業を認めていただきまして、いろいろ賞をい

ただきました。たとえば、今日午後に報告があります富山市の中林プロジェクトは歩行補

助カーがグッドデザイン賞をいただいた。農業の寺岡プロジェクトは第２回プラチナ大賞

で優秀賞を、また原田プロジェクトの「みんラボ」はＩＡＵＤの金賞を受賞、さまざまな

形で成果を認めていただいております。また昨年度終了しました小川プロジェクトは教科

書に掲載されるなど、さまざまな形で成果が普及していくのはうれしいことでございます。 

国際展開も活発でして、寺岡プロジェクトにつきましては、奈良県の傾斜地でのノウハ

ウを地中海のオリーブ栽培の方が見学にいらして、現地へ招待されまして、開発された台

車をトルコで実証しました。それからＯＥＣＤの国際会議でも取り上げられましたし、先

月は内閣府の「環境未来都市」の国際フォーラムがマレーシアでございまして、そこでの

プレゼンでマレーシア政府の高官からも一台是非という要望を受けております。 

平成２２年度採択の４プロジェクトはポスター紹介ですが、終了後も飛躍的な展開を見

せております。今年度終了いたしました５つのプロジェクトに関しましても、終了後にも

それぞれの継続計画プロジェクトもございます。 

そういう意味で、わたくしどものプロジェクトは終わりましても、引き続きご関心ご意

見をいただきたいと思っております。本日はかなり長い時間になりますけれども、ポスタ

ー・セッションも含めまして、３年間１５プロジェクトの進捗状況についてぜひお知りい

ただければと存じます。どうもありがとうございました。 



平成２４年度採択プロジェクト成果報告   

わたくしどもの「高齢者ケアにおける意思決定を支える文化の創成」というのは、どち

らかというとハード面というよりは、実際にコミュニティで暮らしている人びとの通念あ

るいは意識に働きかけるということを考えています。わたしの若いころにはガンの末期に

なっても１分１秒でも長くということで、いろんな器械を使ってむりやり生かすというこ

とがあった。一般的にそうしてほしいという方が多く、それを受けて医療側も８０年代ま

ではそういう考えでした。それがだんだんそうでなくなって、むりやり生かされるよりは

静かに家族といっしょに過ごしたいという意識に替わってきた。意識調査でも多数になっ

てきた。意識あるいは通念が変わっていく。意思決定をするときに、それを支えていける

ような考え方をなんとかしたい。それから最期の生と医療の役割について。ガンなどの末

期では相当変わってきましたけれど、少しずつ衰えていくような場合の考え方、理解がは

っきりしていない。介護負担に対する社会的なケアの理解といったことも問題意識にして、

意識決定プロセス・ノートの開発を目標にしています。それから意識の問題についての考

え方の基本というのは、１分１秒でも長くというところから最期は穏やかに静かに家族と

いっしょにに変わってきたように、人の命をみるときに、医師が生物学的な生命としてみ

ているところと違って、生活者としてみたときには、人生に注目している。医療は生命自

体のためにと考えずに人生を豊かに展開するためにある。人生を長く生きることは大事で

すけれど、中身がどうであるかということ。快適な生活を楽に過ごせること、残っている

能力を発揮する機会があるということ、ふたつの要素で考えている。長持ちと快適さのバ

ランス。もうひとつは合意モデル。医療側と本人・家族がお互いに説明しあう。両者で情

報を共有して合意をめざす。本人にとってはかけがえのない人生ですから、本人に意思確

認ができなくとも、家族とともに検討し、本人の価値観、残っているプライド、自尊心を

傷つけないこと。最後に「心積りノート」ですけれども、縦軸に心身の機能、横軸に時間

の経過。だんだん衰えていく場合に下の図が考えられる。働けなくなって、要介護を段階

的に、そして最期にいたる。エンディングノートで一番最後だけ聞かれてどうするではな

く、こういう状態になったらどうと先を見通していくのが「心積りノート」の考え方です。 



 

 



 

 



 わたしは精神科医でして、認知症の方を専門に診察しております。毎週５０人以上診察

させていただくのですけれども、軽度の方から少し重症の方までおられます。診療活動を

する中で、財産管理のこととか医療などにかんしてだんだんご本人が意思決定できなくな

ってくるという状況に直面しています。医療の側として、そういう意思決定能力の下がっ

た方に対して、意思決定の支援をすることについて、どれだけできるかという問題意識が

あって、今回のプロジェクトをさせていただいております。医療だけでなく、法律家、地

域で社会福祉、介護に当たっておられる方、住民の方に入っていただいて、いろいろな角

度からご検討いただいております。アメリカでも同じ様に医療現場で議論があります。課

題が１～１０番までにかなり整理されております。これは日本でもそうですが、診療に入

るに当たってご本人にではなく家族にお話してしまう。その後、認知症であるとわかると

こんどは医師の側が主導権をにぎってしまう。両極端になりがちなことがあります。本人

を中心に合意をめざすことが不十分なまま進んでしまう。ここはめざすところですが、内

部だけでは解決できない問題もありまして、住民のみなさんの介護へのご意見・ご意向を

抜きには考えられない。地域の意向も踏まえて医療選択をするということが重要ではない

かと考えております。その中でわたくしたちのプロジェクトでは、ひとつは「医療同意能

力」の強化、これを柱としまして、もうひとつは「意志決定プロセス」の開発で、これは

病院だけでどう進めていくかだけではなくて、地域に暮らしておられる時から事前に準備

をしながら考えていくことを含めて、意思決定のプロセスを開発していくことになります。

そのために医療同意能力の評価と意志決定プロセス開発に関してマニュアル、ガイドブッ

クをつくっています。「医療従事者向けマニュアル」「在宅支援者向けマニュアル」「一般市

民、介護家族向けガイドブック」の三つです。それぞれ活かせる場面があると思います。

たとえば「医療従事者向けマニュアル」でしたら、かかりつけ医の臨床研修や信頼関係の

構築のしかたに。「在宅支援者向けマニュアル」でしたら、ケアマネジャーの研修のときな

ど。「一般市民、介護家族向けガイドブック」は、市民公開講座のときなどに。ご本人の意

思が聞けないまま家族の情報提供で医療がおこなわれた場合、家族は後に悩みます。そん

なときどう考えたらいいかなども。病院と地域との意思疎通などにも使っていただけたら

と考えています。マニュアルはブラッシュアップして９月には改定版をと思っております。 



 



 

 



われわれのテーマは、地域での認知症の予防ということで、とくに認知症に陥ってしま

う危険性が高いＭＣＩという機能が落ちている方々に焦点を当ててモデル的な事業をやる。

また認知症になりやすい方でも正常に回復する方も多いことがわかってきた。さまざまな

検査を２年後に同じようにした結果、正常な方の８割が正常でしたが、１６％の人がＭＣ

Ｉになった。ＭＣＩの方は高い割合で認知症に移行しますが、軽い人は早期に対応するこ

とで３０％以上が再び正常に回復している。早期に認知機能の低下を把握して対応するこ

とで発症率を下げることでの社会的インパクトは、２０５０年においての有病率は、２年

間発症を引き延ばしできた場合は２０％の削減、５年間ですと４０％以上の削減効果があ

る。予防により少しでも先延ばしするということが、将来において大きな効果をもつこと

がわかってきました。では実際に何をやっているのか。ひとつは認知症になりやすい因子

をいかに排除していくか。もうひとつは認知症になりにくい保護因子をいかに活かしてい

くか。とくに高齢期には老年症候群といわれる加齢を原因としたさまざまな症状が起こっ

てきますが、その症状が認知症の発症に強くかかわっていることがわかっております。た

とえば何となくうつうつとした気分が抜けないとか、転びやすくなるとか、転んで頭部外

傷を残すといった場合、あるいは家に閉じこもりがちな人も認知症の発症につながります。

保護因子として、活動的なライフスタイルをいかに身につけるか。大事なのはさまざまな

活動で、まず高齢者の方にいかに知って興味をもっていただくか。そのための予防スタッ

フを地域から募集して取り組みができるようにする。２割ぐらいの認知症のリスクをもつ

ＭＣＩの人を発見するための研修をおこなって、地域で活動してもらう。その地域資源と

して名古屋市緑区にあるフィットネスクラブに協力をお願いしました。また小規模で知的

な活動の場として喫茶店を利用してディスカッションもいたしました。こういった知的な

活動も合わせておこなってまいりました。このＪＳＰの活動は現在も継続中でして、こと

しの９月には終了するわけですが、結果は後日報告させていただきたいと思います。さら

に活動をつづけるために、名古屋市で継続できるようなしくみづくりを始めたところです。

また神奈川県でもモデル事業を始めましたし、ＮＨＫが開局９０周年を迎えて認知症キャ

ンペーンをおこなう中で、予防についての周知活動にも参画いたしました。 



 



 



わたくしどものフィールドになっております高知県檮原（ゆすはら）町は、３０年以上、

生活習慣病対策をやっていて、１０年ほど前からおつきあいがありまして、住環境の改善

を通した健康寿命の延伸を進めています。なぜ住環境に着目しているかというと、ガンで

亡くなった方には変わりありませんが、心臓とか脳の循環器系の疾患で亡くなる方は、寒

い月が暖かい月に比べて２倍になっている。先進国で冬場に家でこんなに亡くなるのは日

本だけ。住宅に何か問題があるのではないか。この心臓と脳の発症に関わるのは高血圧と

分かっていて、寒い家の中で過ごすことで血圧があがる。高知県に家の改善での２０１３

年の調査がありまして、改修工事前の朝の外気温０度で室内は６度まで下がり、暖房して

２１度までという状況で、これは日本の戸建て住宅の典型例といっていい。これを改修工

事後には同じような外気温で朝１５度まで半分に抑えられている。住んでいる７０代の女

性に測っていただきますと、改修工事前は朝の血圧が平均１４６ミリでしたが、改修工事

後は１３４ミリに改善されている。住宅の断熱性能のそれが大事なのですけれど、どれだ

けの効果があるかが浸透していかない。その障害はまず自己負担増。新築で１００万、改

修だと３００万くらい増える。それに冬の朝は寒いものとあきらめている。檮原町は人口

３７００人、高齢化率４０％、４０年後の日本の姿です。環境モデル都市に指定されてい

る町です。住宅と健康の関係を学習する柱のひとつは、自宅と違うモデル住宅に実際に住

んで体験してもらって健康調査をおこなうこと。また設計・施工側も推進協議会と連携す

る。そういう成果を多くの方に知っていただこうということで、ＮＨＫの「おはようニッ

ポン」では住宅の中の温度差をカメラで調べてもらいました。居間２０度、廊下１１度、

風呂場１０度で１０度近い温度差がある。体にどんな影響があるか心拍数ほかの調査の現

場を放映してもらいました。もうひとつは見守り。岩手県での「ばあばら（おばあさんた

ち）会」の「おげんき発信」に学んで、「檮原版おげんき発信」を展開しています。住環境

を改善することで健康長寿につなげたいというプログラムが、国土交通省の新たな事業と

して受け入れられ国の予算がついたので、わたくし自身３７県をまわっています。全国で

約８００件が今年度は改修前に、来年度は改善後に調査する事業に取り組んでいます。 



 

 



 



わたくしたちのプロジェクトは、福島第１原子力発電所事故によって、広域に分散避難

を強いられている高齢者を中心としたコミュニティ、これをネットワークし具体的にデザ

インをして、住民の生活を支えるしくみを検討するというプロジェクトです。きょうの報

告の内容は、この広域分散避難の実態と目標としての多居住・分散型ネットワークについ

てです。それを実現するためにいかにしてデザインするか、そしてそれを進めるアクショ

ン・リサーチのプロセスをご紹介したい。われわれが対象としているのは浪江町で、二本

松市以外にも分散していますが、これをネットワークしてひとつのコミュニティとして支

えていこうというものです。二本松市には仮設住宅、役場、小学校ほか、さまざまな施設

がまわりにあります。まずこれを結びつけて町内コミュニティをつくる。そして分散して

いる町外コミュニティをネットワークして浪江町コミュニティを形成し、それから高齢者

を支えるための「包括的生活サポートシステム」の開発、これは具体的には移動と見守り

システムです。そしてさらに総合的システムを開発する。具体的にネットワーク・コミュ

ニティのデザインを進めるにあたっては、研究開発チーム、実際に行動に移す組織、媒体

になるＮＰＯ組織、この三者が全体としてアクション・リサーチのプロセスを進めていく。

まずゼロ期にビジョンを検討します。第１期は具体的にネットワーク・コミュニティをイ

メージする。第２期にそれを支える「包括的生活サポートシステム」を実装。そしていま

第３期ですが実装化、事業化にむけての検討。そして第４期以降は実現し、各地域に展開

し、それぞれの成果を積み上げていく。社会実験を通して開かれた構造のしくみをつくっ

ていこうということです。研究開発グループとふたつのＮＰＯ組織で始まり、安達の仮設

住宅を中心に「浪江町復興まちづくり協議会」が設立され、「二本松浪江連携復興センター」

ができ、具体的に進めております。サポートシステムとしては移動の「新ぐるりんこ」（車）。

日常生活用のもの、楽しみお出掛け用のエンジョイ号、浪江町へ帰還するときと機能を分

けてカーシェアとオンデマンドを組み合わせたシステムで運営しています。見守りの「お

げんき発信」は、状況と緊急通報とを結び付ける実験です。社会的な活動の実装と精神的

健康的な効果に有意な相関があることを検証しているところです。そして福島県内での他

の避難自治体にも対応できるシステムにできればと考えています。 



 



 

 



 

 

 

  

 わたくしどもは２０３０年代にひとつの焦点を当てまして、その時代がどういう時代に

なるのかから逆に考えて、いまコミュニティで取り組むことに何があるのか、という発想

で進んでおります。基本的にはだれもが迎える「高齢化」とはどういうことなのか、多く

の人はその時代の中にいてあまり深く考えずに他人事のようにして語る。まず我が事であ

ることに気づいてもらわなければならない。そういう「見える化」が必要です。それには

「おひとりさま」ではない「おたがいさま」というコミュニティのデザインが重要である

という認識に立って、現状を調査しますと、行政も事業所も住民も「おひとりさま」から

解放されておらず、傍観者的無関心でなにをやったらいいのかわからない。そこで解決の

ためにいくつかの段階を設定して、多元的無知の段階から、気づきの段階、住民参加の段

階、参加拡大の段階、おたがいさまコミュニティの段階という広がりを想定して、その段

階ごとに見える化、動機づけ、関係づくり・活動起こし、事業立案ができるように支援を

していく。われわれが注目しましたのは、地域の住民のさまざまなニーズを掘り起こして、

そのニーズを解決するために社会的資源を活かす「地域コーディネーター」の役割です。

それが孤立しないように「中間支援機能」が必要であるというところに立ち至りました。

その実証実験の場所にしましたのが福岡市内の３つの地域、「美和台地域」「金山地域」「ア

イランドシティ」です。「美和台地域」はニューコミュニティで個人の住宅が多い。高齢化

が進んでいる。「金山地域」は集合住宅のあるところで住民としての姿が見えないところ。

「アイランドシティ」は更地の埋め立て地に住宅街、港湾施設、病院などを計画的に導入

した地域。その中でここではとくに「金山地域」についてリポートいたします。課題は「孤

独死」など孤立していること。みなさんの意見を聞いて検討して提案したのが連携トライ

アルプログラムです。世代間交流、企業ネットワーク、公民館・カフェ・溜まり場の活動、

男性を引き出すための中古本の交換市、社会福祉協議会との協働での福祉作業所などで、

さまざまなボランティアの輪が広がっています。だれもが高齢者になることのイマジネー

ションを高めて次にやるべきこと、９月でこの事業が終わったあとも持続するためにフロ

ントを展開し、地域の将来課題と地域資源を整理しなおして事業立案をする地域コーディ

ネーターとそれを支える中間支援機能の役割の検討をつづけています。 



 



 


